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１．世界の自然災害リスク 

ｽﾏﾄﾗ沖地震 ｲﾝﾄﾞ洋大津波 
（２００４年） 

死者約22万人 

  チリ地震（２０１０年）            
死者521人。津波による
甚大な被害 

トルコ北西部地震（1999年） 
死者17,000人以上、被害総
額60億ドル以上 

米国ハリケーン「サンディ」 
（２０１２年） 

死者約130人。800万世帯に

及ぶ大規模な停電が発生し、
都市機能が麻痺 東日本大震災（２０１１年） 

死者行方不明者約2万人 

四川大地震（２００８年） 
死者8万人以上 

出典：The World Bank “Natural Disaster 

Hotspots A Global Risk Analysis”, 国交
省、気象庁及びJICA資料をもとに、内閣
官房作成 

  米国干ばつ（２０１２年）                 
数十億ドル規模の農業被
害 

東アフリカ干ばつ（ケニア、エチ
オピア、ソマリア等）（２０１１年） 
ソマリアから大量の難民   ハイチ地震（２０１０年）                

死者約31万人以上、被害
総額78億ドル 

２．防災をめぐる国際的な動き 

●２０１５年３月、第３回国連防災世界会議が仙台で開催予定。我が国はホスト国として、現「兵庫行動枠組２００５
－２０１５（ＨＦＡ）」に続く新たな国際防災枠組（ポストＨＦＡ）の構築を主導 

●２０１５年に期限を迎える国連ミレニアム開発目標に続く新たな開発目標（ポスト２０１５年開発アジェンダ）の策定
に向け、我が国から新たに「防災」の視点の導入を働きかけ 

●２０１４年３月に横浜で開催された国連の気候変動に関する政府間パネル（ＩＰＣＣ）総会において、海面上昇や高
潮などのリスクが議論され、２０１５年１２月にパリで開催される会議で、２０２０年以降の枠組が策定。特に、気候変
動に脆弱な島嶼国などの途上国では、防災・気候変動への適応の観点を踏まえた支援を求める声が拡大 

●２０１４年２月、我が国と世界銀行が途上国の防災への取組を後押しする新たな防災共同プログラムを立ち上げ、
同プログラムの設計・実施支援や知識・広報活動の拠点として、世界銀行東京事務所に東京防災ハブを設立。 

●２０１４年７月、世銀グループの低所得国支援機関である国際開発協会（ＩＤＡ）の支援重点分野に防災が追加予定 

●国土強靭化は、２０１３年のダボス会議でテーマの一つに取り上げられるなど、日本のみならず欧米でも推進 

●我が国として国際場裏において「防災の主流化」（注）を
主導するとともに、ＯＤＡを活用して国際社会に貢献 

 

 （注）①各国政府が「防災」を政策の優先課題とすること、②全ての開発     

   政策に「防災」の観点を導入すること、③「防災」に関する投資を増 

   大させること 

ホンジュラス ハリケーン「ミッチ」 
                   （１９９８年）                    

死者14,600人、被害総額38億ド
ル。大規模な地すべりが発生 

●世界各地には、地震・津波、風水害、干ばつ等の自然災害のリスクが存在。長期的には温暖化によるリスクも顕在化。こうしたリスクは、アジアを中心とした途上国や貧困国に偏在 

●東日本大震災以降でみても、タイ大洪水（2011年）、カリブ海沿岸を襲ったハリケーン「サンディ」（2012年）、フィリピンを襲った台風「ハイヤン」（2013年）など、大災害が毎年のよう
に発生、都市化の進展とも相まって人的物的被害が拡大。また、企業活動の被害によるサプライチェーンの寸断など、経済的な影響が全世界に波及 

 ●一方、途上国の防災投資は後手に回っているのが実態。「１ドルの防災への事前投資が７ドルの復旧費用の低減につながる」（UNDP/OCHA）ため、防災への事前投資が重要 

ミャンマー サイクロン「ナルギス」 
（２００８年）        

死者行方不明者14万人、被害総
額40億ドル 

フィリピン台風「ハイヤン（ヨランダ）」 

       （２０１３年）              
死者行方不明者約8,000人、住宅被
害約114万戸。甚大な数の避難民
（410万人）、被災者（1,600万人）が
発生 

主な自然災害の多発地帯 
     ：地震発生地帯（2001～2011年に
発生したM4以上の地震） 

     ：熱帯低気圧常襲地帯 

     ：その他異常気象（干ばつ、気候変
動による海面上昇など） 

タイ大洪水（２０１１年） 
死者約800人、被害総額約3.8

兆円。本邦進出企業の操業停
止により、国際的なサプライ
チェーンが寸断 

インド・ネパール モンスーン 
（２０１３年）        

死者6,320人。豪雨により洪
水・土砂災害が発生 

（注）UNDP：国連開発計画、OCHA：国連人道問題調整事務所） A B 
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※下記事例   のアルファベットは次ページのモデルケースに対応 A 

ツバル等大洋州小島嶼国 

気候変動による海面上昇のた
め、国土が水没の危機に瀕して
いる 

 



※下記モデルケース    のアルファベットは前ページの災害事例に対応。 

●ベトナム、トルコ等6か国での「防災協働対話」をはじめ、相手国
との政策対話を推進。 

●業界や分野を超えた産学官のプレイヤーによる官民連携の体制
として、民間企業が中心となり、国交省や関係各省・機関とも連 

携の上、6月4日に「日本防災プ 

ラットフォーム」を設立予定。 

衛星通信の地上局（車載型、小型） 
（出典：総務省資料） 

３．我が国の防災インフラ輸出のモデルケース （案件形成中・交渉中のものを含む） 
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４．ヨランダ 

（１）第３回国連防災世界会議の開催（２０１５年３月、仙台） 
●本会合では２０１５年より先の国際防災指針としてポスト兵庫行動枠組を採択予定 

●ポスト兵庫行動枠組が、２００５年の兵庫行動枠組に基づき、人間の安全保障の理念を取り入れ、更に実効的な枠組
となるように策定 

 ⇒東日本大震災の被災地の復興の現状や、我が国の防災に関する経験と知見を世界に発信し、国際貢献を行う好機 

●防災がポストＭＤＧs

に明確に位置づけられ
ることにより、多額の開
発資金が防災分野に
流れる可能性 

 ⇒日本企業の海外展
開、参入促進に影響 

フィリピン 
台風ハイエン 
（２０１３年１１月） 

チリ地震 
（２０１０年２月） 

トルコ北西部地震 
（１９９９年８月） 

米国 
ハリケーン・サンディ 
（２０１３年１１月） 

四川大地震 
（２００８年年５月） 

出典：Natural Disaster Hotspots  

A Global Risk Analysis, 国交省及 

びJICA資料をもとに、内閣官房作
成 

 

 

     ：水に起因（洪水、サイクロン、地すべりを含む） 

【図表１】主な自然災害の多発地帯 

●防災インフラの海外展開に際して、途上国ではODAを呼び水として積極活用し、先進国やそれに近い国々ではトップセールス等により民間ベースの事業を促進。 

⇒ インフラ輸出の直接効果に加え、我が国の協力による各国の防災能力向上は、進出した日本企業の現地での操業安全性確保や国際的なサプライチェーン維持にも寄与（例：
タイ洪水対策など）。 

 

●人材育成や制度構築などソフト面の技術協力を通じ防災への事前投資の重要性を啓発、ハード面の支援に繋げる。また、国別の協力と、地域全体への広域協力（ASEAN、大洋
州・カリブ海諸国など）を組み合わせ。 

 

●災害後の復興に際しては、以前と同じ状態にただ戻すのではなく、災害に対しより強靭な社会への復興を支援（「Build Back Better」）。 

ブラジル 
豪雨による土砂災害 
（２０１１年１月） 

米国 
干ばつ 

（２０１２年６月～９月） 

東アフリカ 
干ばつ 

（２０１１年） 

牧草の持続的資源 

管理について指導 

 （出典：JICA資料） 

●我が国は防災分野の国際協力・インフラ輸出に積極的に取り組み。 ⇒ 理念だけではなく実践を通じ、国際社会での「防災の主流化」を主導。 

●ハード・インフラはもちろんのこと、人材育成や制度構築などソフト・インフラの協力にも注力。  

  ⇒ ＯＤＡを我が国の防災技術・ノウハウの「ショーケース」としても活用。実績によって信頼度を高め、民間ベースでの受注への呼び水に。 

●アジアを中心とする新興国の防災能力の向上に貢献し、同時にそのインフラ需要を取り込む。 

●また、それら新興国へ進出した日本企業の操業安全性確保や、国際的なサプライチェーン維持にも寄与。 

第２ボスポラス橋 

での耐震補強工事 

（出典：JICA資料） 

日本企業の 

耐震技術が 

評価され受 

注に至った「イズ
ミット湾横断橋」の
完成予想図 

（出典：JBIC資料） 

上水道の復旧（出典：JICA資料） 

トルコ 
衛星防災システム 
日本企業が２機の通信放
送衛星を受注。同衛星を
活用した防災通信ネット
ワークについて提案中。 

 

（出典：総務省資
料） 

フィリピン 台風ハイヤン （現地名ヨランダ、2013年11月） への対応 
 

～ 緊急援助 ⇒ 早期復旧 ⇒ 本格復興をつなぐ迅速かつシームレスな支援 ～ 
 

【緊急援助】 被害発生後、フィリピン政府からの要請を受け、我が国は速やかに国際緊急援助隊を派遣し人道支援。並行して、
被災状況の把握と復旧に向けたニーズ調査をいち早く実施。また、ASEAN+3 緊急米備蓄を通じ食糧援助も提供。 

 

【早期復旧】 ニーズ調査に基づき、技術協力（復旧・復興計画の策定支援）と資金協力（災害復旧スタンド・バイ円借款（制度創設
後の第一号案件）、復旧・復興支援プログラム無償）を迅速に展開。 

 

【本格復興】 フィリピン政府による復興方針に、我が国が提唱した「Build Back Better」が基本方針として採用。また、同政府が採
用した地デジ日本方式を活用し、防災情報の伝達事業を検討中。 

官民連携の進展 
～ 「日本防災プラットフォーム」立ち上げ ～ 

 
 

（＊防災プラットフォームの扱いについては、国交省からの回答待
ちのため、本欄はペンディング。場合によっては、「日米両政府のＡ
ＳＥＡＮ防災支援での連携」などに差し替え） 
 

鉄筋探査機の使用法指導 （出典：JICA資料） 

地滑り原因の地下
水排出用の集水井 

（出典：JICA資料） 

チリ 
防災用衛星通信 
ネットワーク ※ 

衛星調達コンサルティング、
衛星の製造・打ち上げ、地
上設備設置、運用技術供
与などの包括パッケージを
先方政府に提案・交渉中。 

チャオプラヤ川の水位予測図 

（出典：JICA資料） 

従来工法（上）とノンフレーム 

工法（下） （出典：農水省資料） 

気象レーダー完成予想図 

（出典：JICA資料） 

鉄筋探査機の 

使用法を指導 

（出典： 
JICA資料） 

バングラデシュ 
耐震強化 （工場） 

同国の主要産業であり、日
本企業との関わりも深い縫
製産業の安全性向上のた
め、日本の技術で工場の
耐震診断及び建替を支援。 

ホンジュラス 
地滑り対策 

首都テグシガルパで、
日本の技術を活用した
中南米では初となる本
格的地滑り対策工事を
実施。 

2009年マニラ大洪水から
市街地を守った放水路 

（出典：JICA資料） 

東アフリカ 
干ばつ対策 

乾燥地での適切な自然資源
管理や住民の生計多様化、
ため池による灌漑を通じ、干
ばつへの対応能力を強化。 

トルコ 
耐震強化 （橋梁） ※ 
我が国の先進的な耐震・
免震技術を活かした橋梁
整備。 

ASEAN 
宇宙技術活用 
（国土強靭化） 

東アジア・ASEAN経済研究セ
ンター（ERIA）を通じ、宇宙技

術を活用した防災インフラ整
備の政策提言（ロードマップ
作成）を検討中。 

緊急援助 

緊急援助 早期復旧 本格復興 

被災者を治療
する緊急援助
隊医療チーム 

（出典： 
JICA資料） 

緊
急 

 

援
助
隊 

資
金
協
力 

技
術
協
力 

我が国提案が反
映されたフィリピン
政府の復興方針 

（出典：JICA資料） 
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４．政策対話の推進と官民連携体制の整備 

タイ 
洪水対策  

「洪水予測システ
ム」の整備支援。
氾濫範囲を予測
するシステムとし
ては世界初。 

我が国が協力する 

ASEAN防災人道 

支援調整センター 

（AHAセンター） 
（出典：外務省、総務
省資料） 

日・ASEAN防災協力 
強化パッケージ 

昨年12月の日ASEAN特別首
脳会議で表明。ASEAN地域

全体への広域協力と国別協
力を効果的に組み合わせ。
米国とも連携して取り組む。 

被害の軽減と早期復旧に寄
与する「広域BCP（事業継続

計画）」策定も、インドネシア、
ベトナム、フィリピンで支援中。 

津波ハザード 

マップの作成 

（出典：JICA資料） 

チリ 
津波対策 

1960年に我が国を襲った

「チリ津波」や、東日本大震
災での教訓を踏まえ、津波
対策について技術移転。 

ミャンマー 
気象観測・予警報 
気象レーダー等のハー
ド整備と、予警報の早
期発出等のソフト支援
の組み合わせ。 

【青枠】 風水害等への対応 
 

【赤枠】 地震、火山活動等へ
の対応 
 

【黄枠】 その他異常気象（気
候変動、干ばつ等）への対応 
 

【緑枠】 横断的な対応 
 

＊ 前ページと同様の区分に、 
  緑枠を追加したもの。 

ハイチ 
震災復旧・復興 
緊急援助から早期復
旧、さらに本格復興へ
の切れ目ない支援。
我が国PKOとODAの連
携も。 

４．本テーマにおける論点 

（１） 2015年は国際的なルールメイキングにおいて極めて重要な
年（ポスト2015年開発アジェンダ、新たな気候変動枠組）。 
それに向け、国際場裏において、いかに「防災の主流化」を  

 

実現し、 防災市場の拡大につなげるか。 

 

（２） 世界の防災市場において、いかに我が国の防災技術・ノウハ
ウを標準化し、防災インフラの海外展開につなげるか。 

 

（３） 防災インフラ輸出を一層促進するため、どのような官民連携
の体制が考えられるか。 

●「防災」に関する、業界や分野を超えた産学官のプレイヤーによ
る、効率的な検討のためのプラットフォーム構築の必要性 

 

⇒ 国交省が中心となり、関係各省・機関とも連携の上、6月(P)日
に「日本防災プラットフォーム」を新規設立予定 
 

●今後、国交省の進める「防災協働対話」の相手国（ベトナム、トル
コ等）や、その他関係国からのニーズに応じ、同プラットフォーム上
に「検討の場」を設け、官民一体のソリューションを検討・提示予定 

●今後、日・ASEAN防災協力強

化パッケージや防災協働対話
等を深化させるため、同プラット
フォーム等を活用し、官民一体
の防災ソリューションを提案。 

※  なお、本図に掲載のモデルケース
中、民間ベースの事業はトルコのイ
ズミット湾横断橋とチリの防災用衛
星通信ネットワークの2件。（それ以
外の事業は全てODA案件。） 

インド 
山崩れ対策 （治山） 
樹木伐採が必要な従来工
法と異なる、森林保全と防
災を両立するような日本
に優位性ある技術を検討
中（ノンフレーム工法等）。 
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整備された防波堤 

（出典：外務省資料） 

A 

小島嶼国 
（大洋州、カリブ海、アフリカ等） 

気候変動対策 
気候変動の影響を強く受ける小島
嶼国に対しては、防災を重点支援。
大洋州やカリブ海では、地域全体
への広域協力も実施。 

K 

H 

インドネシア 

防災ICT  
日本の技術を活かした、
防災情報の収集・分析・
配信を行う情報通信シス
テムの支援を検討中。 

相手国 

官 産 

学 

日本防災 

プラットフォーム 

官民一体の 

防災ソリューション 

（出典：国交省 

 資料をもとに内閣官房作成） 

ニーズ 

G 

モルディブ 
津波・高潮対策   

海抜１ｍ台の首都マレ島
を守る防波堤を日本の技
術で建設。2004年インド洋

大津波の際にも島民を守
り、一人の死者も出さず。 

フィリピン 
洪水対策 （治水） 

首都マニラでの洪水対策
を、マスタープランから実
際の治水事業まで継続支
援。台風被害軽減に大き
な効果。 

//upload.wikimedia.org/wikipedia/commons/9/9e/Flag_of_Japan.svg


（参考） 

信頼度の高い我が国防災技術・ノウハウの例 

 

分類 具体例 
「３．我が国の防災インフラ輸出の

モデルケース」との対応 

観測・予警報システ

ム 

気象レーダー、地震・津波観測

計（高感度地震計、GPS 波浪

計）、人工衛星、ICT システム、

緊急地震速報システム、洪水・

高潮予測パッケージソフト 等 

ミャンマー気象観測・予警報、タイ

洪水対策（予測システム）、フィリピ

ン防災情報伝達事業、インドネシ

ア防災 ICT、チリ防災用衛星通信

ネットワーク 

防災法制度、防災

教育・救援制度 

事業継続計画（BCP）、津波・洪

水・高潮等のハザードマップ、

防災教材、国際緊急援助隊 

等 

広域 BCP（事業継続計画）策定

（インドネシア、ベトナム、フィリピ

ン）、チリ津波対策（ハザードマッ

プ）、フィリピン台風ハイヤン対応 

土木構造物 

堤防・ダム・橋梁・港湾・空港施

設等の耐震化・免震化技術、火

山砂防における無人化施工、

地山補強土工（ノンフレーム工

法） 等 

トルコ耐震強化（橋梁）、インド山

崩れ対策（治山）、フィリピン洪水

対策（河川改修）、ホンジュラス地

滑り対策（集水井） 

建築物 
超高層ビル・タワー等の耐震

化・免震化技術、高強度鋼材の

開発 等 
バングラデシュ耐震強化（工場） 

ライフライン 
上下水道管、ポンプ場等の耐

震化技術 等 
ハイチ震災復旧・復興 

防災設備・機器 
浮上式津波防波堤、広域防災

拠点、排水ポンプ車、消防車 

等 
タイ洪水対策（排水ポンプ車） 

緊急停止システム 
列車・エレベータ等の緊急停止

システム 等 
－ 

 

以 上 
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